
障害者福祉システム等標準化検討会
ベンダ分科会（第１回）

令和４年11月２日 【資料２】

障害者福祉システム等標準化検討会
第１回ベンダ分科会

実装必須から標準オプション
への変更について

令和４年11月２日

事務局提出資料



1

実装必須から標準オプションへの変更に関するご意見を踏まえた検討事項

No ご意見の内容 検討事項

1

改修ボリュームの肥大化／パッケージ開発期間の長期化に

より、現地でのパッケージ適用期間の圧迫・複数プロジェクト

の輻輳・SEリソースの不足により、2025年度末までの移行が

完了できないユーザが出る可能性がある。1741団体がマスト

となる要件以外（便利機能、あったらよい機能、内部帳票等）

で実装必須になっているような要件は標準オプションへの切り

替えも検討してほしい。

○ ご意見の内容（マスト要件以外の標準オプション化の検
討）について、必要性や必要であれば具体的な要件等につ
いて検討したい。

○ デジタル庁によれば、「過剰な機能」について、年内を目途
とした点検となっているため、点検を踏まえて、年明け以降
に必要な検討や３月の改定が想定される。
⇒デジタル庁からコメントがあればお願いしたい。

（内部帳票に関する参考）

No 対象事業 内部帳票名 実装類型

1

国制度手当

12所得状況関係連名簿 標準オプション

2 23支払内訳書 実装必須

3 24口座振込依頼書 実装必須

4
障害福祉サービス等

13支払内訳書 標準オプション

5 15口座振込依頼書 標準オプション

6 自立支援医療（更生医療） 04調査書 実装必須

7 自立支援医療（育成医療） 05調査書 標準オプション

8 自立支援医療（精神通院医療） 07調査書 標準オプション

9 補装具 01調査書 実装必須

（便利機能に関する参考）

便利機能は、例えば、以下のような
機能が考えられる。
①所得要件の自動判定
②一括登録処理
③有効期間の自動設定

いずれも、指定都市を含む大都市に
とっては事務が回らない、誤入力のリ
スクが増える等により、自治体との合
意形成のハードルは高いと考えられ
る。
また、上記に記載している機能以外
に候補となる機能があればご意見を
頂戴したい。
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（参考）標準仕様書の改定に関する基本的な考え方②

出典：「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化のために検討すべき点について」 デジタル庁（令和４年10月）32ページ
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